
各種審議会等女性委員参画比率が４０％未満のものの構成団体等 令和５年４月１日現在
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構成団体等 女性委員が増えない理由
女性委員を増やすために

工夫していること
今後の見通し 所管部署

1 公務災害補償等審査会 3 0 0.0 0 0 0.0 ・一般社団法人　乙訓医師会（理事）

外部からの委員については、学識経験者として
市の顧問弁護士１名、乙訓医師会からの推薦と
して医師１名で構成されているが、現在の顧問
弁護士が男性１名であり、また、乙訓医師会の
理事19名についても大半が男性であるため。

委員推薦の依頼の際、女性登用についての理
解と努力を求める文言を記載している。

顧問弁護士については任期等なし、乙訓医師会
からの推薦についてもすぐに専門的な学識経験
がある女性の理事の増加が見込めるわけでは
ないことから現状と変わらずと考えるが、女性登
用の啓発については今後も引き続き行う。

職員課

2 情報公開・個人情報保護審査会 4 1 25.0 0 0 0.0
・京都弁護士会
・大学教授

京都弁護士会に対し、優先して女性を推薦いた
だくよう依頼しているが、弁護士会からの推薦者
が男性であるため。

・京都弁護士会に対し、優先して女性を推薦い
ただくよう依頼している。
・学識経験者を選考する際は、積極的に女性を
登用するよう努めている。

・京都弁護士会に対し、優先して女性を推薦い
ただくよう依頼する。
・学識経験者を選考する際は、積極的に女性の
登用を図るよう努める。
・学識経験者を選考する際は、肩書きや職種に
こだわることなく、広く人材を求めるよう努める。

総務課

3 行政不服審査会 4 1 25.0 0 0 0.0
・京都弁護士会
・大学教授

京都弁護士会に対し、優先して女性を推薦いた
だくよう依頼しているが、推薦者が男性であるた
め。

・京都弁護士会に対し、優先して女性を推薦い
ただくよう依頼している。
・学識経験者を選考する際は、積極的に女性を
登用するよう努めている。

・京都弁護士会に対し、優先して女性を推薦い
ただくよう依頼する。
・学識経験者を選考する際は、積極的に女性の
登用を図るよう努める。
・学識経験者を選考する際は、肩書きや職種に
こだわることなく、広く人材を求めるよう努める。

総務課

4 行財政健全化推進委員会 10 3 30.0 2 1 50.0

・大学教授
・長岡京市自治会長会
・長岡京市経済協議会
・長岡京市女性の会
・（公社）乙訓青年会議所
・連合京都乙訓地域協議会
・長岡京市ファミリーサポート
センター会員

学識経験者や団体推薦を依頼している団体の
構成員に男性が多いため。

団体への推薦依頼文に可能な限り女性を推薦
していただくよう記載している。

今後も引き続き団体に対して可能な限り女性を
推薦いただくよう依頼していく。

総合計画推
進課

⑴法律・政令・条例に基づき設置される附属機関の
名称
＊地方自治法第202条の3に定める法律若しくはこれ
に基づく政令又は条例の定めるところにより、その担
任する事項について調停、審査、審議又は調査等を
行う機関（附属機関）

参考資料３
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構成団体等 女性委員が増えない理由
女性委員を増やすために

工夫していること
今後の見通し 所管部署

⑴法律・政令・条例に基づき設置される附属機関の
名称
＊地方自治法第202条の3に定める法律若しくはこれ
に基づく政令又は条例の定めるところにより、その担
任する事項について調停、審査、審議又は調査等を
行う機関（附属機関）

・長岡京市長
・長岡京市副市長
・京都府山城広域振興局副
局長
・京都府乙訓土木事務所長
・京都府乙訓保健所長
・京都府向日町警察署長
・長岡京市市民協働部次長
自治・共助振興室長
・長岡京市環境経済部長
・長岡京市健康福祉部次長
地域福祉連携室長
・長岡京市建設交通部長
・長岡京市教育部次長兼学
校教育課長
・長岡京市教育委員会教育
長
・長岡京市消防団長
・桂川・小畑川水防事務組合
長岡京・大山崎水防団長
・乙訓消防組合消防長
・乙訓消防組合長岡京消防
署長
・長岡京市婦人防火クラブ連
合会
・西日本旅客鉄道株式会社
長岡京駅
・西日本電信電話株式会社
京都支店
・関西電力送配電株式会社
京都配電営業所
・大阪ガスネットワーク株式
会社京滋事業部
・関西大学名誉教授
・兵庫県立大学減災復興政
策研究科教授
・民生児童委員協議会
・女性団体の会員
・一般社団法人乙訓医師会
・京都府乙訓歯科医師会
・長岡京市自治会長会
・長岡京市身体障がい者団
体連合会

各団体の長を充て職で委嘱しているため。
委員に女性の学識経験者や市職員を積極的に
委嘱・任命している。

防災・安全
推進室

5 防災会議 30 10 33.3 0 0 0.0 良策がありましたらご教授願います。
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構成団体等 女性委員が増えない理由
女性委員を増やすために

工夫していること
今後の見通し 所管部署

⑴法律・政令・条例に基づき設置される附属機関の
名称
＊地方自治法第202条の3に定める法律若しくはこれ
に基づく政令又は条例の定めるところにより、その担
任する事項について調停、審査、審議又は調査等を
行う機関（附属機関）

7 企業立地審査会 6 1 16.7 0 0 0.0
・長岡京市商工会
・長岡京市経済協議会

推薦団体の組織・人員体制によるため 推薦時に配慮いただくよう依頼している 推薦団体の組織・人員体制による 商工観光課

8 中小企業振興推進会議 14 4 28.6 2 1 50.0

・長岡京市商工会
・長岡京市経済協議会
・長岡京市商店街連絡協議
会
・市内対象金融機関支店長
（京都銀行長岡支店、京都中
央信用金庫長岡支店、京都
信用金庫長岡支店）
・長岡京市地産地消推進協
議会
・社会福祉法人恩賜財団　京
都済生会病院
・京都府中小企業総合支援
課長

推薦団体の組織・人員体制によるため。 推薦時に配慮いただくよう依頼している。 推薦団体の組織・人員体制による。 商工観光課

6 国民保護協議会
委員に女性の学識経験者や市職員を積極的に
委嘱・任命している。

26 2 7.7 0 0
防災・安全
推進室

良策がありましたらご教授願います。0.0

・長岡京市長
・国土交通省近畿地方整備
局京都国道事務所長
・陸上自衛隊第７普通科連隊
第５中隊長
・京都府山城広域振興局副
局長
・京都府乙訓土木事務所長
・京都府乙訓保健所長
・京都府乙訓教育局長
・京都府向日町警察署長
・副市長
・長岡京市教育委員会教育
長
・乙訓消防組合消防長
・乙訓消防組合長岡京消防
署長
・長岡京市総合政策部長
・西日本旅客鉄道株式会社
長岡京駅長
・西日本電信電話株式会社
京都支店設備部長
・関西電力送配電株式会社
京都配電営業所長
・大阪ガスネットワーク株式
会社　京滋事業部長
・阪急電鉄株式会社高槻市
駅統括駅長
・阪急バス株式会社　大山崎
営業所長
・一般社団法人乙訓医師会
救急災害担当理事
・桂川・小畑川水防事務組合
長岡京・大山崎水防団長
・長岡京市消防団長
・長岡京市自治会長会会長
・長岡京市防犯委員会会長
・長岡京市社会福祉協議会
会長
・長岡京市女性の会会長

各団体の長を充て職で委嘱しているため。
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⑴法律・政令・条例に基づき設置される附属機関の
名称
＊地方自治法第202条の3に定める法律若しくはこれ
に基づく政令又は条例の定めるところにより、その担
任する事項について調停、審査、審議又は調査等を
行う機関（附属機関）

9 乙訓休日応急診療所運営委員会 12 3 25.0 0 0 0.0

・乙訓医師会
・乙訓薬剤師会
・学識経験者
※京都第一赤十字病院より
推薦
・長岡京市　副市長
・向日市　副市長
・大山崎町　副町長（代理）

構成団体からの推薦を受けての委員選出の結
果、現在の女性委員比率になっている。

現状、推薦依頼内容には男女比等の制限を設
けてはいない。

構成団体からの推薦を受けての委員選出の
為、推薦内容により変動する。

乙訓休日応
急診療所

10 国民健康保険運営協議会 13 4 30.8 0 0 0.0

・乙訓医師会
・乙訓薬剤師会
・村田製作所健康保険組合
（被用者保険委員代表）

団体等（医師会等）自体に女性が少なく、推薦
の際に委員の性別を指定することは困難なた
め。

団体等からの推薦５名を除く委員（８名）の半数
は女性に就任いただいている。

団体等からの推薦以外の委員については、女
性比率を維持・向上できるよう努めていきたい。

国民健康保
険課

11 都市計画審議会 17 3 17.6 0 0 0.0

・長岡京市議会議員
・大学教授
・長岡京市経済協議会
・長岡京市自治会長会
・連合京都乙訓地域協議会
・京都府建築士会
・長岡京市商工会
・農業委員会
・長岡京市女性の会
・京都府乙訓土木事務所長
・京都府向日町警察署副署
長

構成人数が議員４名、学識３名、団体推薦７名、
行政２名のため、団体からの推薦者の性別に影
響される。

団体に依頼する際に、女性が望ましいと申し添
えている。

団体への依頼時の申し添えを継続する。 都市計画課

12 景観デザイン審査会 5 1 20.0 0 0 0.0 ・大学教授
建築、土木、デザイン分野で大学に在籍する教
授（准教授）の絶対数が少なく、他市の審議会
活動で手一杯と断られている。

委員委嘱の際に、女性教授から優先的に依頼
している。

左記理由により困難だが、２名確保することで
目標達成となるため依頼を継続する。

都市計画課

13 ラブホテル建築等規制審議会 10 3 30.0 0 0 0.0

・京都弁護士会
・大学教授
・京都府乙訓土木事務所
建築住宅課長
・京都府乙訓保健所
環境衛生課長
・京都府向日町警察署
生活安全課長
・長岡京市自治会長会副会
長
・長岡京市女性の会会長
・長岡京市少年補導委員会
会長

構成人数が学識３名（団体推薦１名）、行政４
名、団体３名（充て職）のため、行政や団体の充
て職に就く方の性別に左右される。

学識経験者を新規に依頼する際に、女性から優
先的に依頼している。

充て職人事に左右される。 都市計画課

14 空き家等対策協議会 12 4 33.3 0 0 0.0

・大学教授
・京都弁護士会
・京都府行政書士会
・（公社）京都府宅地建物取
引業協会
・（公社）全日本不動産協会
京都府本部
・長岡京市民生児童委員協
議会
・長岡京市自治会長会
・京都府向日町警察署生活
安全課長
・京都府乙訓土木事務所建
築住宅課長
・長岡京市副市長

構成人数が学識2名、団体推薦6名、行政2名の
ため、団体からの推薦者の性別に影響される。

団体に依頼する際に、女性が望ましいと申し添
えている。

団体への依頼時の申し添えを継続する。 都市計画課

4/5



委員
総数(人)

うち女性
委員数
(人)

女性割合
(％)

うち市民
公募委員
総数(人)

うち市民
公募女性
委員数
(人)

女性割合
(％)

構成団体等 女性委員が増えない理由
女性委員を増やすために

工夫していること
今後の見通し 所管部署

⑴法律・政令・条例に基づき設置される附属機関の
名称
＊地方自治法第202条の3に定める法律若しくはこれ
に基づく政令又は条例の定めるところにより、その担
任する事項について調停、審査、審議又は調査等を
行う機関（附属機関）

15 地域公共交通協議会 18 3 16.7 2 2 100.0

・大学教授
・阪急バス株式会社　計画課
長
・京都市交通局　運輸課担当
課長
・一般社団法人京都府タク
シー協会　会長
・京都京阪バス株式会社　管
理部次長兼業務課長
・阪急電鉄株式会社　沿線ま
ちづくり推進部部長
・西日本旅客鉄道株式会社
近畿統括本部京滋支社　副
支社長
・自治会長会
・身体障がい者団体連合会
・やすらぎクラブ長岡京　会
長
・国土交通省京都運輸支局
首席運輸企画専門官
・阪急バス労働組合　副執行
委員長
・京都府乙訓土木事務所　技
術次長
・京都府向日町警察署　交通
課長

委員は公共交通に関わる事業所及び自治体関
係者の特定の役職の方に依頼しており、当該組
織の役職の方が女性でない事例が多いため女
性委員が増加していない状況である。

市民公募委員は積極的に女性を登用している。

令和６年度は２年に１度委員が変更になる年度
である。引き続き公共交通に関わる組織の役職
の方に委員を依頼予定のため、特定の役職の
就任状況により女性比率は変動する。

交通政策課

16 文化財保護審議会 10 2 20.0 1 1 100.0

・大学教授
・今里自治会「今里区府文
書」管理担当
・京都府文化財保護指導委
員

専門家の男性比率が高いため。 公募の選考で工夫している。 1名増の可能性あり。
文化財保存
活用課
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